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　平成26年中の救急自動車による救急出動件数は約598
万件（速報値）と過去最多となり、119番通報から病院
収容までの搬送時間も39.3分と延伸（平成26年版「救急・
救助の現況」）を続けています。今後も高齢化の進展等
による救急需要の増大が予想される中で、救急業務を安
定的かつ持続的に提供していくための方策を検討するこ
とを目的に、「平成27年度救急業務のあり方に関する検
討会」（以下、「検討会」という。）を発足しました。
　今年度の検討会では、社会資源の有効活用の視点から、
消防機関以外の資源の活用を推進するとともに関係機関
との連携を強化するため、消防機関以外の救急救命士の
活用、救急車の適正利用の推進及び緊急度判定体系の普
及について検討します。また、消防機関内部で救急業務
の質の向上に向けた取組を推進し、適切なサービスを提
供するため、個別事案の分析による搬送時間延伸の要因
解決、救急業務に携わる職員の教育、蘇生ガイドライン
の改訂への対応及び2020年東京オリンピック・パラリ
ンピック競技大会への対応について検討する予定で、第
１回目の検討会を平成27年７月17日（金）に開催しま
した。

　検討事項については次のとおりです。
　①　 社会資源の有効活用の視点から、消防機関以外の

資源の活用を推進するとともに関係機関との連携
を強化する。

　　Ⅰ．消防機関以外の救急救命士の活用
　　Ⅱ．救急車の適正利用の推進
　　Ⅲ．緊急度判定体系の普及（ＷＧ設置）

　②　 消防機関内部で救急業務の質の向上に向けた取組
を推進し、適切なサービスを提供する。

　　Ⅳ．個別事案の分析による搬送時間延伸の要因解決
　　Ⅴ．救急業務に携わる職員の教育（ＷＧ設置）
　　Ⅵ．蘇生ガイドラインの改訂への対応（ＷＧ設置）
　　Ⅶ．2020年東京オリンピック・パラリンピック競

技大会への対応

　検討会（第１回）では、検討の趣旨、進め方及びスケ
ジュール等について説明が行われた後、消防機関以外の
救急救命士活用におけるメディカルコントロール体制や
救急車適正利用における救急電話相談の役割など、各委
員が積極的に意見を交わし検討が進められました。

　・第２回　平成27年11月下旬（予定）
　・第３回　平成28年３月上旬（予定）
　本検討会の検討結果は、平成27年度中に「救急業務
のあり方に関する検討会報告書」として取りまとめる予
定です。
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